
（認定申請書第５号様式） 

都市計画法及び建築基準法に関する確認書 

 

令和  年  月  日 

 

札幌市長 殿 

〔認定申請者〕 

所在地 

法人名 

代表者               

 

 生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 30 条第１項ただし書に規定する日常生活支援住居施

設として認定申請を行う下記１の施設の建築物については、下記２及び３に記載したとおりです。 

 

１．認定申請を行う施設 

フリガナ  

施設の名称  

施設の所在地 
 

 

２．都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）第８条第１項第１号に規定する用途地域及び第 12 条

の４第１項第１号に規定する地区計画による用途制限に対する適合の確認 

  （建築基準法第 48 条、札幌市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例第 3 条） 

（該当する場合のみ☑ ） 

□ 今回認定申請する施設の建築物は用途地域（地区計画が定められている地域について

は地区計画を含む）に適合していることを確認しました 

 

３．建築基準法（昭和 25年法律第 201 号）で定める基準の適合の確認【次頁を参照】 

上記１の施設の建築物について、認定申請を行う時点の状況により、「検査済証（又は検査済証発行証明

書）の提出」、「確認済証の提出」、「一級建築士による確認」のいずれかの方法での確認が必要となります。 

⑴ 以下に該当する場合は、検査済証（又は検査済証発行証明書）を提出してください。 

・ 建物を新築若しくは増築を行い事業を開始した場合【詳細は次頁を参照】 

・ 既存の建物の用途を変更せずに事業を開始した場合【詳細は次頁を参照】 

⑵ 以下に該当する場合は、確認済証を提出してください。 

  ・ 建築物を用途変更した場合（その用途に供する部分の延床面積が 200 ㎡を超える場合） 

⑶ 上記⑴及び⑵に該当しない場合は、一級建築士が建築基準法で定める基準に適合している

ことを確認し、記名・押印してください。 

建築基準法で定める基準に適合していることを確認した一級建築士の氏名及び登録番号 

氏名                         印 

登録番号  



○ 建築基準法（昭和 25年法律第 201 号）で定める基準の適合の確認 

 

新たに建物を建築して

事業を開始する 

既存の建物で 200 ㎡を

超える面積を用途変更

して事業を開始する 

はい 

いいえ 

はい 

はい 

いいえ 

いいえ 
いいえ 

いいえ 

検査済証（新築）又は

検査済証発行証明書の

提出 

はい 

既存の建物を増築して

事業を開始する 

防火地域又は準防火地

域内の建物である 

検査済証（増築）又は

検査済証発行証明書の

提出 

増築部分の延べ床面積

が 10 ㎡を超える 

一級建築士による確認 

はい 

確認済証（用途変更）

の提出 

既存の建物の用途を変

更せずに事業を開始 

※下宿を無料低額宿泊

所にした場合を含む 

検査済証（新築）又は

検査済証発行証明書の

提出 

※建物新築後に、増築

又は用途変更を行って

いる場合は、直近の検

査済証（増築）又は確

認済証（用途変更） 

はい 

既存の建物で 200 ㎡以

内の面積を用途変更し

て事業を開始する 

いいえ 

一級建築士による確認 


